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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

回次 第65期中間 第66期中間 第67期中間 第65期 第66期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

営業収益 

（うち受入手数料） 
（百万円） 

5,235 

(3,203) 

6,255 

(3,845) 

6,542 

(3,962) 

11,011 

(6,887) 

12,013 

(7,431) 

純営業収益 （百万円） 5,042 5,922 6,162 10,619 11,284 

経常利益 （百万円） 1,802 2,237 2,491 3,880 3,931 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,042 1,159 1,205 2,070 1,990 

持分法を適用した場合の投資
利益 

（百万円） － － － － － 

資本金 （百万円） 2,462 2,462 5,000 2,462 2,462 

発行済株式総数 （千株） 20,512 20,512 20,512 20,512 20,512 

純資産額 （百万円） 15,211 17,190 19,046 16,284 18,180 

総資産額 （百万円） 103,130 134,885 165,619 127,448 153,697 

１株当たり純資産額 （円） 752.39 849.81 940.67 801.71 894.83 

１株当たり中間（当期）純利
益 

（円） 51.57 57.33 59.54 98.94 94.93 

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益 

（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間）配当
額 

（円） － － － 15.00 20.00 

自己資本比率 （％） 14.8 12.7 11.5 12.8 11.8 

自己資本規制比率 （％） 527.3 426.5 448.6 459.4 401.3 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

（百万円） △557 △3,279 2,041 3,670 △1,877 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

（百万円） △88 △179 △344 △191 △359 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

（百万円） 1,899 197 △451 △100 148 

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

（百万円） 3,447 2,312 4,731 5,573 3,486 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

303 

[－] 

311 

[－] 

298 

[－] 

282 

[－] 

296 

[－] 



２．前記の比率は以下のように算出しております。 

・自己資本規制比率は証券取引法第52条第1項の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣

府令」の定めにより、決算数値をもとに算出したものであります。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第65期事業年度及び第66期事業年度は非上場か

つ未登録であるため、第67期中間会計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．営業収益及び純営業収益には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりませ

ん。 

５．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

・自己資本（株主資本）比率 ＝ 
資本合計 

×100（％） 
負債・資本合計 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 なお、当社は関係会社及び子会社に該当する企業はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当社において、関係会社に該当する企業はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）1.従業員数は就業人員であります。なお、年俸契約社員13名を含み、嘱託4名、歩合外務員13名及び臨時従業員

は含めておりません。 

2.上記のほか、契約社員が15名おります。 

(2）労働組合の状況 

 該当事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 298 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間のわが国経済は、引き続き原油価格高騰や米中経済の減速懸念等の不透明要因はあったもの

の、企業業績の回復を背景とした設備投資や個人消費等の民間需要の拡大傾向により、景気は昨年来の踊り場を

脱して、再び浮揚し始めました。 

こうした経済環境の下、株式市場は、米国株式相場の下落や中国の反日運動などの外的要因に加え、国内景気

調整の長期化懸念を受けて軟調なスタートとなり、日経平均株価は5月17日に10,825円39銭まで下落しました。そ

の後は、原油価格高騰による先行き不安が高まる一方、各種経済指標や企業業績の改善傾向を受けて膠着した状

態が続きました。しかし、8月に入り、郵政民営化法案否決による衆議院解散や政府・日銀の「景気の踊り場脱

却」表明を契機に市場のムードは一変し、外国人投資家を中心とした売買が活発となりました。日経平均株価は8

月10日に12,098円08銭となり、終値ベースでおよそ1年4ヶ月ぶりに12,000円台を回復し、更に9月の衆議院選挙で

与党が圧勝すると、構造改革路線の加速期待から一段と騰勢を強め、9月20日には13,148円57銭と、およそ４年３

ヶ月ぶりに13,000円を突破しました。 

当中間会計期間末の日経平均株価は、前年同期末を25.4％上回る13,574円30銭となり、また、期中の東証一部

一日平均売買代金は、外国人投資家およびインターネット経由の個人投資家の活発な売買を反映し、前年同期に

比べて16.8％増加の1兆5,680億円と、バブル期を上回る高水準となりました。 

こうした情況のなか、当社は収益基盤の強化および企業価値の更なる向上を目指し、諸施策に取り組んで参り

ました。営業部門においては、当社独自のビジネスモデルである「営業形態の多チャンネル化」を一層推進すべ

く、各チャンネルがそれぞれの特性を最大限に生かしたサービスの提供に努めました。インターネット取引で

は、お客様の利便性向上を重点課題に掲げ、7月にシステムを刷新し、注文処理能力の大幅な向上に加え、新たな

サービスの提供にも対応可能な環境を整えました。コールセンター取引では、迅速かつ正確な注文執行に加え、

市況解説等の客観的な情報提供など、専任担当営業員ならではのサービスに努めたほか、8月には同チャンネルで

初めての手数料割引キャンペーンを実施いたしました。対面取引では、お客様のニーズを適確に捉えた投資アド

バイスなど、付加価値の高い情報提供に最大の努力を傾注しました。また、収益源の多様化を図るべく投資信託

の販売にも本格的に着手いたしました。一方、トレーディング部門では、人材育成による質的向上に努め、同収

益の更なる拡大を図りました。 

こうした各部門の取り組みにより、当中間会計期間の営業収益は6,542百万円（前年同期比4.6％増）となりま

した。また、経常利益は2,491百万円（同11.4％増）、中間純利益は1,205百万円（同3.9％増）となり、それぞれ

前年同期に記録した中間会計期間の過去最高を上回ることができました。 

   主な収益と費用の内訳は次のとおりです。 

① 受入手数料 

株式市場の活況を背景に、主力営業収益である株式委託取引が好調に推移したことから、当中間会計期間の受

入手数料は前年同期に比べて3.0％増の3,962百万円となりました。 

② トレーディング損益 

当中間会計期間を通じて安定した成績を収めた結果、トレーディング損益は前年同期比0.4％増加の1,440百万

円となりました。 

③ 金融収支 

金融収益は1,139百万円（前年同期比16.8％増加）、金融費用は380百万円（同14.3％増加）となり、金融収支

は759百万円（同18.1％増加）と過去最高を記録しました。 

④ 販売費・一般管理費 

取引量増加に伴い事務委託費、取引所・協会費等の変動費用が増加したものの、広告宣伝費等の固定費削減に

より、販売費・一般管理費は3,699百万円と、僅かながら前年同期（3,703百万円）を下回ることができました。 

⑤ 特別損益 

特別利益は貸倒引当金れい入2百万円を計上いたしました。一方、特別損失は証券取引責任準備金繰入れ179百

万円、インターネット取引のシステム刷新に伴う固定資産除却損192百万円、遊休資産の減損損失8百万円を計上

いたしました。 



(2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物は、前年同期比2,419百万円増加（前年同期比104.6％増）し、当

中間会計期間末残高は4,731百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況及び主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、2,041百万円の増加（前年同期は3,279百万円の減少）となりました。 

これは、税引前中間純利益2,114百万円（前年同期比2.0％増）を計上したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、344百万円の減少（前年同期は179百万円の減少）となりました。 

これは、インターネット取引のシステム刷新に伴い、有形固定資産及び無形固定資産の取得をしたことなどに

よるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、451百万円の減少（前年同期は197百万円の増加）となりました。 

これは、利益処分による配当金の支払額402百万円や、社債の償還による支出50百万円などによるものであり

ます。 

２【対処すべき課題】 

平成17年4月からのペイオフ全面解禁や銀行等による証券仲介業参入、金融改革プログラム（金融庁の金融行

政指針）における金融コングロマリット（複合企業）構想など、証券界は大変革期にあり、今後、更なる競争激

化が予想されます。 

こうしたなか、当社は独自のビジネスモデル（営業形態の多チャンネル化）によるサービス向上を一層追求し

て参ります。即ち、3つの営業チャンネル（インターネット取引、コールセンター取引、対面取引）が、それぞ

れの特性に応じたサービスの提供に努め、多様化するお客様のニーズを適確に捉えるとともに、他社との差別化

を推進して参ります。また、引き続きトレーディング部門の利益増大により収益源の多様化を推し進め、厳しい

競争の中でも、継続的な成長を維持するための体制を構築して参ります。 

今後とも、収益基盤の強化と経営資源の適正な配分による効率的運営に努めるとともに、コンプライアンスに

も万全を期し、企業価値の最大化に向け全社一丸となって邁進する所存であります。 

３【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

４【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却について完了したものは、次のと

おりであります。 

インターネット取引システム「ＷＥＢブローカーⅢ」については平成17年７月に完了し、同月から稼働してお

ります。 

これにより、インターネット取引システムは従来のシステムよりも、注文処理能力を大幅に向上させるととも

に、多様なニーズにも対応可能となっております。 

なお、従来のシステムは平成17年７月に除却しております。 

  

(2）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 （注）１．平成17年８月12日開催の取締役会において、ストック商品の販売を強化すべく、平成15年３月まで営業施

設でありました設備を改修し、営業施設として再開する決議をいたしました。 

なお、平成17年10月11日より営業を再開しております。 

 ２．上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

(3）設備の除却等 

 平成17年９月30日現在において設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

 宝塚支店 兵庫県宝塚市   営業設備 4,889 － 自己資金  
平成17年  

９月 

平成17年  

10月  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．平成17年６月24日開催の定時株主総会において、利益処分のうち1,577百万円を資本に組入れる決議をして

おります。 

 ２．平成17年６月24日開催の取締役会決議により、資本準備金607百万円及び利益準備金352百万円を資本に組入

れております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 82,000,000 

計 82,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,512,800 20,512,800 該当事項なし － 

計 20,512,800 20,512,800 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株）  

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年６月24日 － 20,512,800 2,538 5,000 △607 1,250 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

 （注） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

石橋 栄二 大阪市天王寺区堂ヶ芝２丁目11番30－702号 1,071 5.22 

㈱泉州銀行 大阪府岸和田市宮本町26番15号 1,008 4.92 

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,008 4.91 

トーターエンジニアリング㈱ 東京都中央区銀座７丁目10番６号 1,000 4.88 

日本理化工業㈱ 東京都豊島区駒込１丁目10番13－703号 1,000 4.88 

丸武産業㈲ 東京都新宿区西新宿８丁目５番５号 1,000 4.88 

吉本興業㈱ 大阪市中央区難波千日前11番６号 1,000 4.88 

岩井証券従業員持株会 大阪市中央区北浜１丁目８番16号岩井証券内 621 3.03 

沖津 嘉昭 大阪府箕面市小野原西２丁目５番17号 544 2.65 

㈱ヤマト 大阪市浪速区難波中１丁目10番４号 510 2.49 

計 － 8,763 42.72 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  265,400 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,242,800 202,428 － 

単元未満株式 普通株式   4,600 － － 

発行済株式総数 20,512,800 － － 

総株主の議決権 － 202,428 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

岩井証券㈱ 
大阪市中央区北浜

１丁目８番16号 
265,400 － 265,400 1.29 

計 － 265,400 － 265,400 1.29 



２【株価の推移】 

 当社株式は、非上場につき該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
営業本部長兼
インターネット 
取引統括部長 

取締役 

営業本部長兼 
インターネット 
取引統括部長兼 
インターネット 
取引センター長 

 道幸 孝行 平成17年７月１日 



４【業務の状況】  

(1）受入手数料の内訳 

第66期中間会計期間 

第67期中間会計期間 

区分 株券(百万円) 債券(百万円) 
受益証券 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計（百万円） 

委託手数料 3,701 5 6 － 3,712 

引受け・売出し手数料 7 － － － 7 

募集・売出しの取扱手数料 2 0 1 － 4 

その他の受入手数料 84 0 3 33 120 

計 3,795 6 10 33 3,845 

区分 株券(百万円) 債券(百万円) 
受益証券 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計（百万円） 

委託手数料 3,751 3 6 － 3,761 

引受け・売出し手数料 4 － － － 4 

募集・売出しの取扱手数料 1 0 21 － 23 

その他の受入手数料 105 0 4 62 173 

計 3,863 4 31 62 3,962 



(2）トレーディング損益の内訳 

(3）自己資本規制比率 

 （注） 上記は証券取引法に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」の定めにより決算数値をもとに算

出したものであります。 

 なお、当中間会計期間の市場リスク相当額の月末平均額は134百万円、月末最大額は146百万円、取引先リスク

相当額の月末平均額は1,953百万円、月末最大額は2,003百万円であります。 

区分 

第66期中間会計期間 第67期中間会計期間 

実現損益 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

計(百万円) 
実現損益 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

計(百万円) 

株券等トレーディング損益 1,434 0 1,434 1,440 0 1,440 

債券等・その他のトレーディン
グ損益 

－ － － － － － 

 債券等トレーディング損益 － － － － － － 

 その他のトレーディング損益 － － － － － － 

計 1,434 0 1,434 1,440 0 1,440 

    
前中間会計期間末 

（平成16年9月30日）

当中間会計期間末 

（平成17年9月30日）

基本的項目 （百万円） （A） 17,046 18,609 

補完的項目  （百万円） （B） 1,006 1,638 

 その他有価証券評価差額金（評価益）等 （百万円） 144 436 

 証券取引責任準備金等  （百万円） 856 1,196 

 一般貸倒引当金  （百万円） 5 5 

 長期劣後債務  （百万円） － － 

 短期劣後債務  （百万円） － － 

控除資産  （百万円） （C） 2,638 2,909 

固定化されていない自己資本（百万円）（A）＋（B）－（C） （D） 15,413 17,338 

リスク相当額 （百万円） （E） 3,613 3,864 

 市場リスク相当額  （百万円） 87 146 

 取引先リスク相当額  （百万円） 1,792 1,932 

 基礎的リスク相当額  （百万円） 1,733 1,785 

自己資本規制比率 （D）／（E）×100 426.5％    448.6％ 



(4）有価証券の売買等業務の状況 

① 有価証券の売買状況（先物取引を除く） 

 中間会計期間における有価証券の売買の状況（先物取引を除く）は、次のとおりであります。 

１）株券 

２）債券 

３）受益証券 

４）その他 

 （注） 「その他」は、外国貸付債権信託受益証券であります。 

受託取引の状況 

上記のうち、受託取引の状況は、次のとおりであります。 

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

2,039,307 2,316,532 4,355,840 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

2,313,525 2,214,963 4,528,488 

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

886 － 886 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

983 － 983 

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

5,478 63 5,541 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

6,645 241 6,886 

区分 

新株引受権証
書（新株引受
権証券を含
む）(百万円) 

外国新株引受
権証券 
（百万円） 

コマーシャ
ル・ペーパー 
（百万円） 

外国証書 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

－ － － － － － 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

－ － － － － － 

区分 

新株引受権証
書（新株引受
権証券を含
む）(百万円) 

外国新株引受
権証券 
（百万円） 

コマーシャ
ル・ペーパー 
（百万円） 

外国証書 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

－ － － － － － 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

－ － － － － － 



② 証券先物取引等の状況 

 中間会計期間における証券先物取引等の状況は、次のとおりであります。 

１）株式に係る取引 

２）債券に係る取引 

③ 有価証券の引受け、売出し業務及び募集、売出し又は私募の取扱業務の状況 

 中間会計期間における有価証券の引受け、売出し業務及び募集、売出し又は私募の取扱業務の状況は、次のと

おりであります。 

１）株券 

２）債券 

３）受益証券 

区分 
先物取引 オプション取引 

合計（百万円） 
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

495,206 7,374,576 1,856,059 5,348 9,731,190 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

553,702 7,274,963 2,149,837 3,184 9,981,687 

区分 
先物取引 オプション取引 

合計（百万円） 
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

19,434 － － － 19,434 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

6,859 － － － 6,859 

区分 引受高（百万円） 売出高（百万円） 
募集・売出しの取 
扱高（百万円） 

私募の取扱高 
（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

183 － 117 － 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

126 － 109 － 

区分 引受高（百万円） 売出高（百万円） 
募集の取扱高 
（百万円） 

私募の取扱高 
（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

－ － 119 － 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

－ － 56 － 

区分 引受高（百万円） 売出高（百万円） 
募集の取扱高 
（百万円） 

私募の取扱高 
（百万円） 

第66期中間会計期間 
（16.４～16.９） 

－ － 355 － 

第67期中間会計期間 
（17.４～17.９） 

－ － 1,577 － 



４）その他 

 コマーシャル・ペーパー、外国証書およびその他（外国貸付債権信託受益証券）については、該当事項はあ

りません。 

(5）その他業務の状況 

 中間会計期間におけるその他業務の状況は、次のとおりであります。 

① 有価証券の保護預り業務 

② 信用取引に係る顧客への融資及び貸証券 

 （注） 株数には、証券投資信託受益証券の１口を１株として含めております。 

③ 公社債の払込金の受入れ及び元利金支払並びに証券投資信託受益証券の収益金、償還金及び一部解約金支払の

代理業務 

期別 区分 国内証券 外国証券 

第66期中間会計期間 
平成16.９.30現在 

株券（千株） 460,201 59 

債券（百万円） 2,269 － 

受益証券 

単位型（百万円） － 

－ 
追加型 

株式 
（百万円） 

1,404 

公社債 
（百万円） 

10,978 

新株引受権証書（百万円） － － 

第67期中間会計期間 
平成17.９.30現在 

株券（千株） 464,486 97 

債券（百万円） 1,465 － 

受益証券 

単位型（百万円） － 

116 
追加型 

株式 
（百万円） 

2,895 

公社債 
（百万円） 

14,084 

新株引受権証書（百万円） － － 

区分 

顧客の委託に基づいて行った融資額とこれ
により顧客が買い付けている証券の数量 

顧客の委託に基づいて行った貸証券の数量
とこれにより顧客が売り付けている代金 

株数（千株） 金額（百万円） 株数（千株） 金額（百万円） 

第66期中間会計期間 
（平成16.９.30現在） 

149,114 81,302 13,327 6,756 

第67期中間会計期間 
（平成17.９.30現在） 

151,922 85,149 20,839 13,680 

区分 
第66期中間会計期間 

（平成16.４.１～平成16.９.30） 
第67期中間会計期間 

（平成17.４.１～平成17.９.30） 

債券取扱高（百万円） － － 

受益証券取扱高（百万円） 30,239 33,025 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号、以

下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条・第57条の規定に基づき「証券会社に関する内閣府令」

（平成10年総理府令・大蔵省令第32号）及び「証券業経理の統一について」（昭和49年11月14日日本証券業協会理事

会決議、平成13年９月28日改正）に準拠して作成しております。 

 ただし、第66期中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第66期中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９

月30日）及び第67期中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中間財務諸表については、中

央青山監査法人の中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
第66期 

中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

第67期 
中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

第66期 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

流動資産           

現金・預金   3,029,978   5,748,838   4,203,635  

預託金   44,410,000   64,070,000   48,150,000  

トレーディング商品   1,422   448   1,005  

商品有価証券等  1,422   448   1,005   

約定見返勘定   17,810   54,594   16,524  

信用取引資産   82,646,765   89,606,802   96,189,196  

信用取引貸付金  81,302,431   85,149,541   94,097,104   

信用取引借証券担
保金  1,344,334   4,457,260   2,092,091   

借入有価証券担保金    －    340,932    －  

立替金   7,486   6,273   30,849  

短期差入保証金   359,059   379,274   439,034  

支払差金勘定   1,215   2,950   52  

短期貸付金   15,354   15,306   15,380  

前払金   －   －   4,830  

前払費用   17,885   155,194   48,556  

未収入金   29,861   27,587   22,580  

未収収益   742,050   976,025   757,632  

繰延税金資産   263,737   263,153   233,722  

貸倒引当金   △5,500   △5,800   △7,200  

流動資産合計   131,537,127 97.52  161,641,581 97.60  150,105,800 97.66 

固定資産           

有形固定資産 ※１  865,110 0.64  990,548 0.60  942,275 0.61 

無形固定資産   315,276 0.23  332,080 0.20  291,738 0.19 

投資その他の資産   2,167,537 1.61  2,655,554 1.60  2,357,796 1.54 

投資有価証券 ※２ 1,603,623   2,099,945   1,874,789   

出資金  －   1,000   1,000   

社内長期貸付金  146,511   131,204   138,857   

長期差入保証金  275,291   273,367   278,688   

長期前払費用  8,134   68,669   7,431   

繰延税金資産  50,488   －   －   

その他の投資等  138,188   179,066   155,929   

貸倒引当金  △54,700   △97,700   △98,900   

固定資産合計   3,347,924 2.48  3,978,183 2.40  3,591,810 2.34 

資産合計   134,885,051 100.00  165,619,765 100.00  153,697,610 100.00 

           
 



  
第66期 

中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

第67期 
中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

第66期 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

流動負債           

トレーディング商品   1,422   448   1,005  

商品有価証券等  1,422   448   1,005   

信用取引負債   57,116,839   56,673,246   74,186,928  

信用取引借入金 ※２ 50,360,406   42,992,582   64,603,286   

信用取引貸証券受
入金  6,756,432   13,680,663   9,583,641   

有価証券貸借取引受
入金   1,962,414   8,979,941   576,828  

預り金   20,150,163   34,287,441   22,272,788  

受入保証金   29,477,386   34,960,883   29,231,432  

有価証券等受入未了
勘定   3,434   534   －  

受取差金勘定   －   2,679   －  

短期借入金  ※２  3,850,000   5,950,000   4,150,000  

1年以内償還予定の社
債   100,000   100,000   100,000  

前受収益   －   1,069   －  

未払金   63,442   131,837   36,021  

未払費用   322,821   372,076   369,754  

未払法人税等 ※４  815,648   937,757   661,642  

賞与引当金   436,000   416,000   397,000  

その他の流動負債   4,165   3,529   5,965  

流動負債合計   114,303,738 84.74  142,817,442 86.23  131,989,367 85.88 

固定負債           

社債   400,000   300,000   350,000  

長期借入金   1,800,000   1,800,000   1,800,000  

繰延税金負債   －   189,083   74,366  

役員退職慰労引当金   198,951   199,453   215,453  

厚生年金基金引当金   59,714   －   －  

未払外務員厚生積立
金   75,536   71,323   70,688  

固定負債合計   2,534,202 1.88  2,559,860 1.55  2,510,508 1.63 

特別法上の準備金 ※５          

証券取引責任準備金   856,811   1,196,364   1,016,840  

特別法上の準備金合計   856,811 0.64  1,196,364 0.72  1,016,840 0.66 

負債合計   117,694,753 87.26  146,573,667 88.50  135,516,716 88.17 

 



  
第66期 

中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

第67期 
中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

第66期 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

資本金   2,462,000 1.82  5,000,000 3.02  2,462,000 1.60 

資本剰余金   1,858,898 1.38  1,250,000 0.75  1,857,669 1.21 

資本準備金   1,857,669   1,250,000   1,857,669  

その他資本剰余金   1,228   －   －  

自己株式処分差益  1,228   －   －   

利益剰余金   12,821,372 9.50  12,449,429 7.52  13,650,993 8.88 

利益準備金   352,600   －   352,600  

任意積立金   10,988,000   10,700,000   10,988,000  

中間（当期）未処分
利益   1,480,772   1,749,429   2,310,393  

その他有価証券評価差
額金   144,232 0.11  436,458 0.26  302,716 0.20 

自己株式   △96,206 △0.07  △89,789 △0.05  △92,485 △0.06 

資本合計   17,190,297 12.74  19,046,098 11.50  18,180,894 11.83 

負債・資本合計   134,885,051 100.00  165,619,765 100.00  153,697,610 100.00 

           



②【中間損益計算書】 

  
第66期中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

営業収益           

受入手数料   3,845,753   3,962,805   7,431,256  

委託手数料  3,712,558   3,761,442   7,125,700   

その他受入手数料  133,195   201,362   305,555   

トレーディング損益 ※１  1,434,281   1,440,725   2,591,372  

金融収益   975,592   1,139,452   1,991,233  

営業収益合計   6,255,627 100.00  6,542,982 100.00  12,013,862 100.00 

金融費用   332,648 5.32  380,326 5.81  729,245 6.07 

純営業収益   5,922,978 94.68  6,162,655 94.19  11,284,616 93.93 

販売費・一般管理費   3,703,252 59.20  3,699,683 56.55  7,369,243 61.34 

取引関係費  789,905   791,168   1,514,659   

人件費  1,732,692   1,689,409   3,373,532   

不動産関係費  423,971   416,015   907,577   

事務費  569,785   594,479   1,163,252   

その他  186,897   208,610   410,222   

営業利益   2,219,726 35.48  2,462,972 37.64  3,915,373 32.59 

営業外収益   25,586 0.41  30,308 0.46  32,188 0.27 

営業外費用   8,209 0.13  1,468 0.02  15,883 0.13 

経常利益   2,237,102 35.76  2,491,813 38.08  3,931,677 32.73 

特別利益   － －  2,600 0.04  59,714 0.49 

貸倒引当金れい入  －   2,600   －   

厚生年金基金引当金
れい入  －   －   59,714   

特別損失   163,404 2.61  379,740 5.80  401,354 3.34 

証券取引責任準備金
繰入れ  139,457   179,523   299,486   

固定資産除却損 ※４ －   192,147   －   

減損損失 ※５ －   8,069   －   

店舗移転除却損  －   －   82,280   

投資有価証券評価減  23,946   －   19,587   

税引前中間（当期）純
利益   2,073,698 33.15  2,114,672 32.32  3,590,038 29.88 

法人税、住民税及び事
業税 

※３ 797,000   915,500   1,436,000   

法人税等調整額  117,042 914,042 14.61 △6,127 909,372 13.90 163,589 1,599,589 13.31 

中間（当期）純利益   1,159,655 18.54  1,205,299 18.42  1,990,449 16.57 

前期繰越利益   321,117   545,875   321,117  

自己株式処分差損   －   1,746   1,172  

中間（当期）未処分利
益   1,480,772   1,749,429   2,310,393  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

第66期 
中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

第67期 
中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

第66期 
要約キャッシュ・フロー
計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益 

 2,073,698 2,114,672 3,590,038 

減価償却費  75,371 91,894 158,424 

減損損失  － 8,069 － 

貸倒引当金の増加額
（△は減少額） 

 17,900 △2,600 63,800 

賞与引当金の増加額
（△は減少額） 

 △24,000 19,000 △63,000 

退職給付引当金の減
少額 

 △31,895 － △31,895 

役員退職慰労引当金
の増加額 

 16,412 △16,000 32,915 

厚生年金基金引当金
の減少額 

 － － △59,714 

受取利息及び受取配
当金 

 △975,592 △1,139,452 △2,011,837 

支払利息  332,648 380,326 729,245 

投資有価証券評価減  23,946 － 19,587 

証券取引責任準備金
の増加額 

 139,457 179,523 299,486 

固定資産除却損  － 192,147 － 

顧客分別金信託金の
減少額（△は増加
額） 

 1,680,000 △15,920,000 △2,060,000 

約定見返勘定の減少
額（△は増加額） 

 15,565 △38,070 16,851 

信用取引資産の増加
額 

 △11,548,646 6,582,394 △25,091,077 

借入有価証券担保金
の増加額 

 － △340,932 － 

立替金の減少額（△
は増加額） 

 △4,062 24,576 △27,425 

 



  

第66期 
中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

第67期 
中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

第66期 
要約キャッシュ・フロー
計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

差入保証金の減少額
（△は増加額） 

 △337,929 65,080 △421,301 

信用取引負債の増加
額（△は減少額） 

 1,339,848 △17,513,681 18,409,936 

信用取引に係る借入
金の増加額 

 2,600,000 1,800,000 2,900,000 

有価証券貸借取引受
入金の増加額 

 1,962,414 8,403,113 576,828 

預り金の増加額（△
は減少額） 

 △1,539,196 12,014,652 583,429 

受入保証金の増加額  2,746,802 5,729,451 2,500,847 

その他  △459,557 △524,012 △459,893 

小計  △1,896,814 2,110,153 △344,755 

利息及び配当金の受
取額 

 781,363 1,026,120 1,851,656 

利息の支払額  △316,938 △433,152 △726,133 

法人税等の支払額  △1,846,716 △661,185 △2,657,821 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △3,279,105 2,041,935 △1,877,054 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有形固定資産の取得
による支出 

 △76,752 △134,396 △222,156 

無形固定資産の取得
による支出 

 △104,351 △151,623 △145,541 

長期前払費用の取得
による支出 

 △6,241 △65,990 △6,875 

貸付金の回収による
収入 

 7,794 7,726 15,422 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △179,550 △344,283 △359,151 

 



  

第66期 
中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

第67期 
中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

第66期 
要約キャッシュ・フロー
計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

社債の発行による収
入 

 500,000 － 500,000 

社債の償還による支
出 

 － △50,000 △50,000 

自己株式取得による
支出 

 △38 △10 △38 

自己株式売却による
収入 

 480 960 1,800 

配当金の支払額  △303,049 △402,819 △303,165 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 197,391 △451,870 148,596 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

 △3,261,264 1,245,781 △2,087,609 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 5,573,825 3,486,215 5,573,825 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 2,312,560 4,731,997 3,486,215 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．有価証券及びデリバティブ取引

等の評価基準及び評価方法 

 当社の行うトレーディング業務

は、「取引所において行う取引

は、健全な市場機能の十分な発揮

と委託取引の円滑な執行に資する

こと」を踏まえ、一定の取扱高の

範囲内において、短期的な売買差

益を獲得することであり、また、

「取引所以外の取引については、

公正な価格形成と流通の円滑化を

目的」としております。 

 当社は短期売買を主としている

ため、リスクが確定しているか、

若しくは評価益が実現、または見

込まれる場合を除きトレーディン

グ・ポジションを保有することは

ありません。 

 当社のトレーディングにおける

取扱商品は、株式や債券に代表さ

れる商品有価証券のほか、株価指

数の先物取引やオプション取引、

個別株オプション取引、国債証券

の先物取引といった取引所取引の

デリバティブ取引等、及び債券、

ワラントの取引所以外の取引等で

あります。 

 また、当社はトレーディング以

外に、長期借入金に係る金利変動

リスクをヘッジするために金利ス

ワップ取引を利用しております。 

１．有価証券及びデリバティブ取引

等の評価基準及び評価方法 

同左 

１．有価証券及びデリバティブ取引

等の評価基準及び評価方法 

同左 

 



第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）トレーディング商品に属する

有価証券（売買目的有価証券）

等の評価基準及び評価方法 

 トレーディング商品に属する

有価証券及びデリバティブ取引

等の評価基準及び評価方法につ

いては、時価法を採用しており

ます。 

(1）トレーディング商品に属する

有価証券（売買目的有価証券）

等の評価基準及び評価方法 

同左 

(1）トレーディング商品に属する

有価証券（売買目的有価証券）

等の評価基準及び評価方法 

同左 

(2）トレーディング商品に属さな

い有価証券の評価基準及び評価

方法 

①その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

(2）トレーディング商品に属さな

い有価証券の評価基準及び評価

方法 

①その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(2）トレーディング商品に属さな

い有価証券の評価基準及び評価

方法 

①その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物      ３年～47年 

器具・備品   ３年～20年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。  

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、当社の所定の計算方法に

よる支給見込額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要引当額を計

上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要引当額を計上し

ております。 

(5）厚生年金基金引当金 

 当社は、総合型基金である日

本証券業厚生年金基金に加入し

ておりますが、将来の年金給付

の確保に備えるため、同基金の

財政計算による当社負担分の過

去勤務債務未償却相当額を計上

しております。 

(5） 

──────  

(5） 

────── 

 



第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．特別法上の準備金の計上基準 

証券取引責任準備金 

 証券事故の損失に備えるため、

証券取引法第51条及び「証券会社

に関する内閣府令」第35条に定め

るところにより算出した額を計上

しております。 

４．特別法上の準備金の計上基準 

証券取引責任準備金 

同左 

４．特別法上の準備金の計上基準 

証券取引責任準備金 

同左 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用してお

ります。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

②ヘッジ対象 

借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

同左 

②ヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

同左 

②ヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワ

ップを行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行ってお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップは特例処理によ

っているため、有効性の評価を

省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価格の変動について僅かなリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

７．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

８．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜き方式を適用しております。 

８．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

８．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会  

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

この結果、従来の方法を適用し

た場合と比べ、税引前中間純利益

は８百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

────── 

第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「有価証券貸

借取引受入金の増加額」は、前中間会計期間は「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が

増したため区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「有価証券貸借取引受入金の増加額」は27,952千円で

あります。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

第66期中間会計期間 
（平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産から控除した減

価償却累計額は、647,939 千円

であります。 

※１．有形固定資産から控除した減

価償却累計額は、581,286千円で

あります。 

※１．有形固定資産から控除した減

価償却累計額は、580,972 千円

であります。 

※２．担保に供している資産 

信用取引借入金及び短期借入金

の担保として自己融資見返り株券

4,806,240千円、受入保証金代用

有価証券22,758,956千円及び投資

有価証券808,970千円を差入れて

おります。また、先物取引証拠金

等の担保として受入証拠金代用有

価証券412,813千円、投資有価証

券455,356千円及び自己融資見返

り株券1,042,984千円、当座借越

金等の担保として投資有価証券

270,173千円を差入れておりま

す。 

※２．担保に供している資産 

信用取引借入金及び短期借入金

の担保として自己融資見返り株券

3,133,623千円、受入保証金代用

有価証券18,704,772千円及び投資

有価証券1,037,186千円を差入れ

ております。また、先物取引証拠

金等の担保として受入証拠金代用

有価証券468,019千円、投資有価

証券756,663千円及び自己融資見

返り株券1,127,772千円、当座借

越金等の担保として自己融資見返

り株券4,715,589千円、投資有価

証券152,922千円を差入れており

ます。 

※２．担保に供している資産 

信用取引借入金の担保として自

己融資見返り株券4,016,451千

円、受入保証金代用有価証券

24,334,952千円及び投資有価証券

239,923千円を差入れておりま

す。また、先物取引証拠金等の担

保として受入証拠金代用有価証券

383,414千円、投資有価証券

1,422,916千円、自己融資見返り

株券785,296千円、当座借越金の

担保として自己融資見返り株券

5,200,184千円、投資有価証券

143,224千円を差入れておりま

す。 

 ３．(1)差し入れている有価証券等  ３．(1)差し入れている有価証券等  ３．(1)差し入れている有価証券等 

信用取引貸証券  

6,970,729千円

信用取引借入金の本担保証券 

50,360,406千円

差入証拠金代用有価証券 

 1,137,184千円

差入保証金代用有価証券 

24,267,481千円

長期差入保証金代用証券 

101,560千円

その他担保として差し入れた
有価証券 
 7,320,142千円

信用取引貸証券 

         13,811,035千円

信用取引借入金の本担保証券

          43,069,717千円

消費貸借契約により貸し付け
た有価証券 

         8,035,751千円

差入証拠金代用有価証券 

1,242,371千円

差入保証金代用有価証券 

          21,994,582千円

長期差入保証金代用証券 

       113,536千円

その他担保として差し入れた
有価証券 

6,278,040千円

信用取引貸証券  

          9,488,362千円

信用取引借入金の本担保証券

          60,911,079千円

差入証拠金代用有価証券 

 986,336千円

差入保証金代用有価証券 

          29,401,394千円

長期差入保証金代用証券 

      57,466千円

その他担保として差し入れた
有価証券 
 6,392,561千円

(2）差し入れを受けている有

価証券等 

(2）差し入れを受けている有

価証券等 

(2）差し入れを受けている有

価証券等 

信用取引貸付金の本担保証券 

69,601,609千円

信用取引借証券 

1,344,334千円

受入証拠金代用有価証券 

 468,142千円

受入保証金代用有価証券 

74,007,519千円

信用取引貸付金の本担保証券

          88,490,317千円

信用取引借証券 

         3,229,046千円

受入証拠金代用有価証券 

  717,705千円

受入保証金代用有価証券 

          101,873,307千円

信用取引貸付金の本担保証券

89,128,495千円

信用取引借証券 

         2,092,091千円

受入証拠金代用有価証券 

   499,718千円

受入保証金代用有価証券 

          87,563,229千円

 



第66期中間会計期間 
（平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（平成17年３月31日） 

※４．未払法人税等の内訳は、次の

諸税金の未納付額であります。 

※４．未払法人税等の内訳は、次の

諸税金の未納付額であります。 

※４．未払法人税等の内訳は、次の

諸税金の未納付額であります。 

 千円

未払法人税等(法人税) 539,114

未払法人税等(住民税) 118,669

未払法人税等(事業税) 157,863

 千円

未払法人税等(法人税) 618,036

未払法人税等(住民税) 135,618

未払法人税等(事業税) 184,101

 千円

未払法人税等(法人税) 437,013

未払法人税等(住民税) 96,924

未払法人税等(事業税) 127,704

※５．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は次のとおり

であります。 

証券取引責任準備金 

証券取引法第51条 

※５．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は次のとおり

であります。 

同左 

※５．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は次のとおり

であります。 

同左 

６．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結して

おります。これら契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額 

千円 

11,350,000 

借入実行残高 

千円 

3,850,000 

差引額 

千円 

7,500,000 

６．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結して

おります。これら契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額 

千円 

12,850,000 

借入実行残高 

千円 

5,950,000 

差引額 

千円 

6,900,000 

６．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結して

おります。これら契約に基づく

当期末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額 

千円 

12,850,000 

借入実行残高 

千円 

3,950,000 

差引額 

千円 

8,900,000 



（中間損益計算書関係） 

第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．トレーディング損益の内訳 ※１．トレーディング損益の内訳 ※１．トレーディング損益の内訳 

 
実現損益 

(千円) 

評価

損益 

(千円) 

計 

(千円) 

株券等ト
レーディ
ング損益 

1,434,143 138 1,434,281 

債券等ト
レーディ
ング損益 

－ － － 

その他の
トレーデ
ィング損
益 

－ － － 

計 1,434,143 138 1,434,281 

 
実現損益 

(千円) 

評価

損益 

(千円)

計 

(千円) 

株券等ト
レーディ
ング損益 

1,440,683 42 1,440,725

債券等ト
レーディ
ング損益 

－ － －

その他の
トレーデ
ィング損
益 

－ － －

計 1,440,683 42 1,440,725

 
実現損益 

(千円) 

評価

損益 

(千円) 

計 

(千円) 

株券等ト
レーディ
ング損益 

2,591,272 100 2,591,372

債券等ト
レーディ
ング損益 

－ － －

その他の
トレーデ
ィング損
益 

－ － －

計 2,591,272 100 2,591,372

 ２．当中間会計期間に実施した減

価償却費は、次のとおりであり

ます。 

 ２．当中間会計期間に実施した減

価償却費は、次のとおりであり

ます。 

２．当事業年度末に実施した減価償

却費は、次のとおりであります。 

 千円

有形固定資産 28,409

無形固定資産 46,154

計 74,564

 千円

有形固定資産 40,028

無形固定資産 47,568

計 87,597

 千円

有形固定資産 63,578

無形固定資産 93,207

計 156,786

※３．法人税、住民税及び事業税の

内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３．法人税、住民税及び事業税の

内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３．法人税、住民税及び事業税の

内訳は、次のとおりでありま

す。 

 千円

法人税 541,000

住民税 119,000

事業税 137,000

計 797,000

 千円

法人税 619,500

住民税 135,000

事業税 161,000

計 915,500

 千円

法人税 976,000

住民税 215,000

事業税 245,000

計 1,436,000

 ※４．      

 ────── 

※４．固定資産除却損は、インターネ

ット取引システムを「ＷＥＢブロ

ーカーⅢ」に切り替えたことに伴

い、従来のシステムを除却しとこ

とによるものであります。 

 ※４． 

 ────── 

 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５． 

 ────── 

※５．減損損失 

当中間会計期間において、当社は

以下の遊休資産１件について減損損

失を計上しました。 

当社の資産のグルーピングは、継

続的に損益の把握を実施している単

位を基礎としております。具体的に

は、事業用資産は管理会計上区分し

た本店・各支店・その他に、遊休資

産は物件毎に、資産のグルーピング

を行っております。 

当社の保有する上記の遊休資産

は、回収可能価額が帳簿価額を下回

っているため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当期減少額を減損

損失（8,069千円）として特別損失

に計上しております。 

その内訳は、上記の土地8,069千

円であります。 

なお、回収可能価額の見積り方法

は正味売却価額とし、土地は固定資

産税評価額に基づいた額により算出

しております。 

場所 用途 種類 その他 

岡山県 
美作市 

遊休資産 土地 － 

※５． 

 ────── 

第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

 千円

現金・預金勘定 3,029,978 

証券取引責任準備預
託金（普通預金） 

△717,417 

現金及び現金同等物 2,312,560 

 千円

現金・預金勘定 5,748,838 

証券取引責任準備預
託金（普通預金） 

△1,016,841 

現金及び現金同等物 4,731,997 

 千円

現金・預金勘定 4,203,635 

証券取引責任準備預
託金（普通預金） 

△717,420 

現金及び現金同等物 3,486,215 



（リース取引関係） 

第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引は次のと

おりです。 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引は次のと

おりです。 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引は次のと

おりです。 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額(千円) 

器具・
備品 

447,713 324,965 122,747 

その他 134,974 104,878 30,095 

合計 582,687 429,844 152,843 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額(千円) 

器具・
備品 

259,851 103,181 156,670 

その他 22,588 7,175 15,412 

合計 282,439 110,357 172,082 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
(千円) 

器具・
備品 

420,137 312,196 107,941 

その他 138,188 118,590 19,598 

合計 558,326 430,787 127,539 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 千円

１年内 85,342

１年超 75,096

合計 160,438

 千円

１年内 47,292

１年超 127,185

合計 174,477

 千円

１年内 48,467

１年超 82,548

合計 131,015

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 千円

支払リース料 62,461

減価償却費相当額 56,014

支払利息相当額 3,225

 千円

支払リース料 25,069

減価償却費相当額 23,082

支払利息相当額 2,147

 千円

支払リース料 82,152

減価償却費相当額 73,783

支払利息相当額 3,955

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  

  



（有価証券及びデリバティブ取引関係） 

１．トレーディングに係るもの 

(1）商品有価証券（売買目的有価証券）の時価 

(2）デリバティブ取引の契約額等及び時価 

 該当事項はありません。 

２．トレーディングに係るもの以外 

(1）満期保有目的債券の時価等  

 該当事項はありません。 

(2）その他有価証券の時価等 

（注）1.第66期中間会計期間末の「取得原価」は、23,946千円の減損処理適用後の金額であります。 

 2.第66期事業年度末の「取得原価」は、19,487千円の減損処理適用後の金額であります。 

 3.株式の減損にあたっては、当社におきまして下記の合理的な社内基準をもちまして減損処理を行っております。

(3）時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）  第66期事業年度末貸借対照表計上額は、100千円の減損処理適用後の金額であります。 

  

(4）デリバティブ取引の契約額等及び時価 

 当社は、平成16年8月から金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ会計を適用しておりますので記載

すべき事項はありません。 

種類 

第66期中間会計期間末 第67期中間会計期間末 第66期事業年度末 

資産   負債  資産  負債  資産  負債 

中間貸借
対照表計
上額 

（千円） 

当中間会
計期間の
損益に含
まれた評
価差額 

 （千円） 

中間貸借
対照表計
上額 

（千円） 

当中間会
計期間の
損益に含
まれた評
価差額 

（千円） 

中間貸借
対照表計
上額 

（千円） 

当中間会
計期間の
損益に含
まれた評
価差額 

 （千円）

中間貸借
対照表計
上額 

（千円） 

当中間会
計期間の
損益に含
まれた評
価差額 

 （千円）

貸借対照
表計上額 

（千円） 

前事業年
度の損益
に含まれ
た評価差
額 

（千円） 

貸借対照
表計上額 

（千円） 

前事業年
度の損益
に含まれ
た評価差
額 

（千円） 

株式 1,422 174 1,422 △36 448 70 448 △28 1,005 100 1,005 － 

合計 1,422 174 1,422 △36 448 70 448 △28 1,005 100 1,005 － 

種類 

第66期中間会計期間末 第67期中間会計期間末 第66期事業年度末 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

流動資産に属するもの 

 株式 
－ － － － － － － － － 

固定資産に属するもの 

 株式 
484,446 727,262 242,816 488,906 1,223,685 734,779 488,906 998,529 509,623 

合計 484,446 727,262 242,816 488,906 1,223,685 734,779 488,906 998,529 509,623 

時価の下落率が30％以上の場合 減損処理を行う。 

時価の下落率が30％未満の場合 減損処理は行わない。 

種類 

第66期 
中間会計期間末 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

第67期 
中間会計期間末 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

第66期 
事業年度末 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券    

非上場株式 876,360 876,260 876,360 

合計 876,360 876,260 876,360 



（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

第66期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第67期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第66期事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 849.81円

１株当たり中間純利益 57.33円

１株当たり純資産額     940.67円

１株当たり中間純利益 59.54円

１株当たり純資産額  894.83円

１株当たり当期純利益      94.93円

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、非上場

かつ未登録であるため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、非上場

かつ未登録であるため記載してお

りません。 

 
第66期中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

第67期中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

第66期事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 1,159,655 1,205,299 1,990,449 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 70,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (70,000) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
1,159,655 1,205,299 1,920,449 

期中平均株式数（千株） 20,226 20,244 20,229 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第66期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日近畿財務局長に提出 

２．有価証券報告書の訂正報告書 

 第66期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年9月30日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１６日

岩 井 証 券 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている岩井証券株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６６期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、岩井証

券株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 眞 吾 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 加 地   敬 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

岩 井 証 券 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている岩井証券株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、岩井証

券株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 眞 吾 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 加 地   敬 
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